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１．１．１．１． はじめにはじめにはじめにはじめに

２．２．２．２． 財務書類４表とは財務書類４表とは財務書類４表とは財務書類４表とは

（１）貸借対照表

（２）行政コスト計算書

（３）純資産変動計算書

（４）資金収支計算書

　地方公会計改革は、平成１８年８月３１日の総務事務次官通知「地方公共団体における行政
改革の更なる推進のための指針」が国から示され、貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支
計算書、純資産変動計算書の４表（普通会計及び連結財務諸表）を作成し、公表することにつ
いて各地方公共団体に対して要請されました。
　行財政運営の説明責任が求められている中、財政状況を的確に把握するとともに、それを町
民のみなさんにさらに分かりやすくする必要があります。
　そこで、総務省の基準「総務省改訂モデル」に沿って、本町では普通会計、関係団体を含む
連結ベースでの財務書類４表を平成２０年度決算から作成し、公表することとしました。

　財務書類4表とは、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算
書」の総称であり、官庁会計における「単式簿記」「現金主義」で作成した歳入歳出決算書とは
異なり、民間企業における「複式簿記」「発生主義」の考え方を採用し作成された財務書類で
す。

　貸借対照表は、住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、
その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に示した財
務書類であり、資産総額と負債・純資産合計が一致し左右がバランスしている
ことから、バランスシートとも呼ばれています。

　行政コスト計算書は、資産形成に結びつかない行政サービスに係る１年間の
経常的な行政活動に伴うコストを性質別（人件費、物件費など）及び行政目的
別（福祉、生活インフラ・国土保全など）に示した財務書類であり、経常的な行
政サービスにかかったコストや、それに対する受益者負担がどれほどであるか
を表しています。

　純資産変動計算書は、貸借対照表上の純資産が１年間でどのように増減し
たかを示した財務書類であり、純資産の総額の変動とともに、どういった財源
や要因で増減したのかを表しています。

　資金収支計算書は、１年間の資金（現金）の流れの収支を、性質の異なる３
つの区分「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の
部」に分けて示した財務書類であり、どのような活動に資金（現金）が必要とさ
れ、どのように賄っているのか表しています。



３．３．３．３． 対象となる会計の範囲対象となる会計の範囲対象となる会計の範囲対象となる会計の範囲

（１）普通会計

一般会計

（２）連結

（特別会計）

（一部事務組合・広域連合等）

国民健康保険特別会計、国民健康保険高野山総合診療所特別会計、国民
健康保険富貴診療所特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別
会計、簡易水道特別会計、下水道特別会計、生活排水処理事業特別会
計、農業集落排水事業特別会計、水道事業会計

和歌山県市町村総合事務組合、和歌山地方税回収機構、伊都郡町村及び
橋本市老人福祉施設事務組合、伊都郡町村及び橋本市児童福祉施設事
務組合、橋本周辺広域市町村圏組合、和歌山県後期高齢者医療広域連
合、高野町社会福祉協議会



４．４．４．４． 財務４表財務４表財務４表財務４表

（１）貸借対照表

貸借対照表

（１）

（２）

（１） （１）

（２） （２）

（３） （３）

（４） （４）

（５） （５）

（６） （６）

（１）

（２）

（３）

（４）

住民一人当たりの貸借対照表

（１）

（２）

（１） （１）

（２） （２）

（３） （３）

（４） （４）

（５） （５）

（６） （６）

（１）

（２）

（３）

（４）

普通会計

5,228

175

15,168

資産合計

3,554

158

206

24,789,033

319

19,494,063

4,201,304

807

252

連結会計
1,591

894,643

445,117

退職手当引当金

地方債

２．流動負債
404,914

226

1

12,302

△ 6,950

24,789,033

114

負債の部連結会計

6,225

1,059

5,079

731,311

017

翌年度償還予定地方債

未払金

短期借入金

△ 1,058

△ 11,567

1,537,106

△ 15,765

1,923,857

0

0翌年度支払予定退職手当

40,203

35,712

投資及び出資金

基金等

貸付金

長期延滞債権

回収不能見込額

0

1,534,610

未収金

511,572

21,609

802,759

資産の部 連結会計

19,494,063

３．流動資産
現金預金

１．公共資産

２．投資等

17,430,264 22,062,417

0 46,405

0

526,693

5,079

普通会計
3,756,187

2,861,544

負債の部
１．固定負債

連結会計

385

5,637,243

4,508,278

（単位：千円）

1,128,965

1,272

624,341

562,422

6,529

0

53,707

（単位：千円）

1,298

6,261,584

0 0

0 0

0

11

2

15

0

1,7661,184

0

純資産合計

その他

△ 2

4,315

6,994

負債合計
純資産の部

4

短期借入金

２．流動負債
翌年度償還予定地方債

賞与引当金

翌年度支払予定退職手当

未払金

4

434

433

543

537

３．流動資産

回収不能見込額

1

0

0

未収金

基金等

その他

144

△ 4

負債及び純資産合計

13

現金預金

その他

5,499

回収不能見込額

0

地方債

退職手当引当金

その他

15,292,759 18,527,449

その他

1,903,337 純資産の部
負債合計

その他

普通会計資産の部

１．公共資産

２．投資等

賞与引当金

普通会計

4,917

負債及び純資産合計

純資産合計

１．固定負債

投資及び出資金

0 0

6 10

0

△ 3

長期延滞債権

貸付金

148

1

125

資産合計 5,499 6,994

回収不能見込額



「貸借対照表の概略説明」（普通会計ベース）

①

②

③

　流動負債合計は、４億４，５１２万円であり、町民一人当たり１３万円となり、主に翌年度に
係る債務を表しており、翌年度償還予定地方債及び賞与引当金となっています。

　純資産合計は、１５２億９，２７６万円であり、町民一人当たり４３２万円となり、過去に税金
や補助金等の財源により取得した資産の残存額となっています。

純資産について

負債について

　投資等合計は、５億２，６６９万円であり、町民一人当たり１５万円となり、投資及び出資
金、目的基金など流動性の低い基金等、また町税などの収入未済額のうち、１年以上未収
の長期延滞債権とそれに係る回収不能見込額となっています。

　本町の普通会計ベースの総資産は、１９４億９，４０６万円となり、町民一人当たりにすると
５５０万円となっています。

　公共資産合計は、総額１７４億３，０２６万円であり、町民一人当たり４９２万円となり、その
中でも生活インフラ・国土保全（道路などのインフラ資産）が９４億８，８１６万円で５４．４％を
占めています。

　流動資産合計は、１５億３，７１１万円であり、町民一人当たり４３万円となり、流動性の高
い財政調整基金などの現金預金や町税などの収入未済額のうち、過去1年以内に発生した
未収金となっています。

　固定負債合計は、３７億５，６１９万円であり、町民一人当たり１０６万円となり、将来返済
や支払いをする必要がある債務を表しており、地方債および退職手当引当金となっていま
す。

　資産は、町運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供するために使
用されるものです。

資産について



（２）行政コスト計算書

「行政コスト計算書の概略説明」（普通会計ベース）

2,956,554 3,668,041 834

　（１）物件費

854,280

　（２）維持補修費

40,203

　行政コスト計算書は、企業会計では損益計算書といわれているものですが、利益の追求
を目的とする企業とは違い、営利を目的としない町の行政サービスの提供にどれだけの費
用（コスト）がかかったか、その内容の分析を行うことを目的としています。
　本町の行政コストは、３１億８０７万円となりました。町民一人当たりでは８８万円です。
　人にかかるコストが８億８，５２８万円（構成比２８．５％）、物にかかるコストが１３億４，１６
１万円（構成比４３．２％）、移転支出的なコストが８億２，３７２万円（構成比２６．５％）、その
他のコストが５，７４６万円（構成比１．８％）となっています。
　目的別にみますと、総務が６億３４万円（構成比１９．３％）、福祉が５億６，５３２万円（構成
比１８．２％）、環境衛生が５億５０８万円（構成比１６．３％）などとなっています。
　経常収益の合計額は１億５，１５２万円であり、経常収益の額の経常行政コストに対する
比率、いわゆる受益者負担比率は、４．８７％となっています。

　使用料・手数料等
　分担金・負担金・寄附金

　（３）他会計等への支出額

　保険料

1,035

0

２．物にかかるコスト 1,341,614

連結会計
5,575,445

1,185,578

1,035,266

96,220

　（１）人件費

　（３）賞与引当金繰入額

0

640

0

0227,707

31,746

00

0

0

885,278

685,546

159,529

3,108,071

12,590

125,438

16,249

823,723

71,605

57,456

48,923

116,671

243,790

　事業収益

　（３）減価償却費

３．移転支出的なコスト

　（２）補助金等

450,672

普通会計

　その他特定行政サービス収入

　他会計補助金等
0

１．人にかかるコスト

　（１）社会保障給付

514,890

　（２）退職手当引当金繰入等

83,628

67,889

経常収益

8,533

151,517

　（４）公共資産整備補助金等 12,590

　（２）回収不能見込計上額

４．その他コスト

20,965

1,078,040

2,373,683

1,943,858

（経常費用ー経常収益）

480,514

6,820

純経常行政コスト

　（１）公債費（支払利息）

　（３）その他行政コスト

293

26

193

44

54,092

1,890,746

1,044,449

普通会計

379

136

95,843

13,346

1,907,404

88,612

791,741

345,630

23

3

16

14

2

241

33

70

127

233

連結会計

303

670

90

5

1460

20

43

24

295

548

99

16

532

224

5

12

1,573

335

2

877

249

経常費用

住民一人当たりの行政コスト計算書

538

20

3

36

27

項　　　目

4

（単位：千円）



（３）純資産変動計算書

「純資産変動計算書の概略説明」（普通会計ベース）

△ 965

18,527,44915,292,759

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどれだけ増減したかを表したもの
です。今までの世代が負担してきた部分であるために、今後、継続して作成していくことで増
減が分かります。
　純経常行政コストの金額に対して、一般財源や経常的な補助金等受入の金額がどの程
度あるかが分かり、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源により、どの程度
まかなわれているかが分かります。
　純資産は、平成２４年度期間中に３億５，０６５万円減少し、期末純資産残高は１５２億９，
２７６万円となっています。

5,228

　　補助金等

臨時損益
出資受入・資産評価替・無償受入

　　その他

その他
期末純資産残高

0

△ 9,756△ 3,330

528

335

52

△ 27

△ 3

0

△ 1

0

4,315

528

81

50

1,020

105

（単位：千円）
普通会計 連結会計

5,273

△ 1,035

4,413

△ 834

764

△ 94,634

連結会計

△ 94,634

18,687,097

△ 3,668,041

3,613,748

370,931

1,870,828

2,703,865

15,643,412

105

△ 2,956,554

1,186,871285,835

185,118176,271

370,931

1,870,828

普通会計

△ 27

項　　　目
期首純資産残高
純経常行政コスト
財源調達
    地方税
　　地方交付税

住民一人当たりの純資産変動計算書



（４）資金収支計算書

「資金収支計算書の概略説明」（普通会計ベース）

①

②

③

（単位：千円）

　資金収支計算書は、キャッシュフローと言われるもので、「キャッシュ＝お金」の「フロー＝
流れ」を明らかにします。町の収支をその性質に応じて、経常的収支、公共資産整備収支、
投資・財務的収支に区分して表示し、町のどのような活動に資金が必要なのかを知ること
ができます。

１．経常的収支
２．公共資産整備収支
３．投資・財務的収支 △ 221

△ 26

59

33

当期収支

△ 219,373

△ 571,666

連結会計
252

△ 57

537

　経常的収支は、人件費や物件費などの支出と税収や地方交付税などの収入が計上され
ており、日常の行政活動による資金収支の状況が表示されています。
　　経常的収支額は、８億９，５３９万円の黒字となっており、これは公共資産整備や地方債
償還などに充当されることになります。

　公共資産整備収支は、公共資産の整備などによる支出と、その財源である補助金・借入
金などによる収入が計上されており、いわゆる公共事業に伴う資金の使途とその財源の状
況が表示されています。
　公共資産整備収支額は２億３４５万円の赤字となっていますが、これは経常的収支、すな
わち税金等で賄われたことを表しています。

期首資金残高
期末資金残高

1,786,634

116,703

256

△ 62

△ 161

33

504

普通会計

△ 782,914

普通会計
895,390

△ 203,446

　投資・財務的支出は、出資、基金の積立、地方債償還額などによる支出と、その財源であ
る補助金等の収入が計上されており、投資活動や借金の返済による資金の出入りの状況
が表示されています。
　投資・財務的収支額は７億８，２９１万円の赤字となっていますが、これは税金や地方交付
税などの経常収支で賄われたことを表しています。

118,257

連結会計
907,742

△ 90,970

209,227

1,903,337

住民一人当たりの資金収支計算書



【財務書類に基づく財務分析】【財務書類に基づく財務分析】【財務書類に基づく財務分析】【財務書類に基づく財務分析】

（１）社会資本形成の世代間負担比率（１）社会資本形成の世代間負担比率（１）社会資本形成の世代間負担比率（１）社会資本形成の世代間負担比率

社会資本形成の世代間負担比率

（２）歳入額対資産比率（２）歳入額対資産比率（２）歳入額対資産比率（２）歳入額対資産比率

歳入額対資産比率

（３）有形固定資産の行政目的別割合（３）有形固定資産の行政目的別割合（３）有形固定資産の行政目的別割合（３）有形固定資産の行政目的別割合

有形固定資産の行政目的別割合の推移

（４）資産老朽化比率（４）資産老朽化比率（４）資産老朽化比率（４）資産老朽化比率

100.0%

⑦総務

　　有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算
することにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握
することができます。

869,315 4.8% 809,204

17.3%

0.7%

4.6%

有形固定資産合計 17,936,136 100.0% 17,416,284

559,798

⑤産業振興 3,142,080 17.5% 3,005,261

⑥消防 122,302 0.7% 113,334

9,488,157

3.2%

④環境衛生 1,087,418 6.1% 986,448 5.7%

③福祉 607,557 3.4%

構成比
54.5%

②教育 2,532,479 14.1% 2,454,082 14.1%

➀生活インフラ・国土保全 9,574,985 53.4%

歳入総額対資産比率（年） 5.4 5.4

　　貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの公
共資産形成の比重を把握することができます。

行政目的
平成２３年度 平成２４年度

金額 構成比 金額

歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額

項　　　目 平成２３年度平成２４年度

資産合計 19,913,957 19,494,063

87.7%

社会資本形成の将来世代担比率 19.2% 18.7%

歳入総額 3,655,108 3,581,663

社会資本形成の過去及び現世代負担比率 87.1%

　　歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年分の
歳入が充当されたかを見ることができます。

純資産合計 15,643,412 15,292,759

地方債残高 3,445,349 3,266,458

公共資産合計 17,956,482 17,430,264

　　社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまで
の世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合を見ることができます。また地方債に着目す
れば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割合を見ることができます。

社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×１００

社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×１００

項　　　　　　　目 平成２３年度平成２４年度



資産老朽化比率

（５）受益者負担比率（５）受益者負担比率（５）受益者負担比率（５）受益者負担比率

受益者負担比率

（６）行政コスト対公共資産比率（６）行政コスト対公共資産比率（６）行政コスト対公共資産比率（６）行政コスト対公共資産比率

行政コスト対公共資産比率

（７）行政コスト対税収等比較（７）行政コスト対税収等比較（７）行政コスト対税収等比較（７）行政コスト対税収等比較

行政コスト対公共資産比率 17.0% 17.8%

　　純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることによって、当年度に行われた行政サービ
スのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄わ
れたかがわかります。
　　比率が１００％を下回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか、あるいは翌
年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたこと（もしくはその両方）を表しており、逆に、比率が１００％を
上回っている場合は、過去から蓄積した資産が取り崩されたか、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負
担が増加したこと（もしくはその両方）を表しています。また、比率の数値が１００％から乖離している
ほど、それらの割合が高いことになります。

行政コスト対税収等比率（％）＝純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入（その
他一般財源等の列））×１００

行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産×１００

項　　　目 平成２３年度平成２４年度

公共資産 17,956,482 17,430,264

経常行政コスト 3,060,237 3,108,071

経常行政コスト 3,060,237 3,108,071

受益者負担比率 4.1% 4.9%

　　行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけ
られているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているか（資産が効率
的に活用されているか）を分析することができます。

資産老朽化率 51.1% 53.1%

　　行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益の行
政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができます。行政コスト計算
書では目的別に受益者負担割合を算定することができます。

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×１００

項　　　目 平成２３年度平成２４年度

資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累
計額）×１００

項　　　目 平成２３年度平成２４年度

経常収益 125,390 151,517

減価償却累計額 18,194,588 19,048,868

償却資産取得価額 35,577,377 35,897,305



行政コスト対税収等比率

（８）地方債の償還可能年数（８）地方債の償還可能年数（８）地方債の償還可能年数（８）地方債の償還可能年数

地方債の償還可能年数

（９）プライマリーバランス（基礎的財政収支）（９）プライマリーバランス（基礎的財政収支）（９）プライマリーバランス（基礎的財政収支）（９）プライマリーバランス（基礎的財政収支）

基礎的財政収支

（控除）財政調整基金等の積立額 295,381 282,262

基礎的財政収支 390,323 264,976

歳出総額 3,445,881 3,463,406

（控除）地方債元利償還額 478,785 468,523

（控除）地方債発行額 243,404 240,709

（控除）財政調整基金等取崩額 116,025 154,130

歳入総額 3,655,108 3,581,663

（控除）繰越金 233,641 209,227

基礎的財政収支（プライマリーバランス）＝「歳入総額－（繰越金＋地方債発行額＋財
政調整基金等の取崩額）」－「歳出総額－（地方債元利償還額＋財政調整基金等の積
立額）」

項　　　目 平成２３年度平成２４年度

地方債の償還可能年数 6.0年 6.0年

　　資金収支計算書に注記されているプライマリーバランスは、地方債の発行や償還及び財政調整
基金等の取崩しや積立額を除いた財政収支で表されます。

（控除）地方債発行額 199,804 183,609

（控除）基金取崩額 116,025 171,777

地方債残高 3,445,349 3,266,458

経常的収支額 891,612 895,390

地方債の償還可能年数（年）＝地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金
取崩額を除く）

項　　　目 平成２３年度平成２４年度

行政コスト対税収等比率 105.7% 111.5%

　　自治体の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを
表す指標で、借金の多寡や債務返済能力を測る指標です。
　　自治体が抱えている借金を返済するには、何らかの形で資金（返済原資）を確保しなければなり
ません。また、安定的に返済を行っていかなければなりませんので、返済原資としては経常的に確保
できる資金である必要があります。

一般財源 2,481,092 2,418,030

補助金等受け入れ 294,821 234,128

項　　　目 平成２３年度平成２４年度
純経常行政コスト 2,934,847 2,956,554



貸借対照表の解説 内容解説

公共資産

投資及び出資金

町が所有している資産（庁舎・道路・公園・学校等）のうち、長期間に
わたって行政サービスの提供に用いられる資産です。
関係団体等への出資金及び出えん金の現在高

長期延滞債権

回収不能見込額

現金預金

未収金

翌年度償還予定地方債

賞与引当金

流動性の高い基金である「財政調整基金（年度間の財政の不均衡を
調整するための積立金」及び「減債基金（地方債の償還を計画的に
行うための積立金）」、形式収支に相当する「歳計現金」の額

町税等の収入未済額のうち、未納期間が１年を超えていないものの額

地方債現在高から翌年度に予定されている元金償還額を控除した額
全職員が年度末に普通退職したと仮定した場合に必要な退職手当
の見込み額

地方債

退職手当引当金

町税等の収入未済額のうち、１年を超えて回収がなされていない額
長期延滞債権のうち、時効等の理由により、回収が困難であると見
込まれる町税等の額

純資産変動計算書の解説

期首純資産残高

地方債現在高のうち翌年度に予定されている元金償還額
翌年度６月に支払う予定の期末勤勉手当のうち、今年度負担相当額
(4/6ヶ月分）

内容解説

維持補修費 施設などの維持補修に要する額

行政コスト計算書の解説

補助金等

時効等により徴収不能となった町税等の額

各種団体に対する補助金等の額
他会計等への支出額

支払利息 地方債による支出額

社会保障給付費 児童手当の支給、高齢者や障害者に対する援護措置等に要する額

人件費 給与費等から退職手当及び前年度賞与引当金を除いた額
退職手当引当金繰入等 退職手当負担金及び当該年度に引当金として新たに繰入れた額など

有形固定資産が経年劣化等に伴い価値が減少したと認められる額

賞与引当金繰入額 当該年度に貸借対照表に計上した賞与引当金の額
物件費 旅費、光熱水費、委託料、備品購入費などの額

減価償却費

財務書類４表の中で使われている主な用語解説財務書類４表の中で使われている主な用語解説財務書類４表の中で使われている主な用語解説財務書類４表の中で使われている主な用語解説

公共資産整備収支の部 公共資産の整備に係る収支の額

資産の評価替えを行った際の差額や、売却可能資産に新規・追加計
上した額

特別会計など他会計に対する支出額

他団体への公共資産整
備補助金等

貸借対照表の欄外に注記された「他団体及び民間への支出金により
形成された資産」の当該年度分支出額

補助金等受入

内容解説
前年度末の貸借対照表における純資産残高

回収不能見込計上額

公共資産除売却損益

純経常行政コスト
地方税
地方交付税

資産評価替による変動額

公共資産を除売却した場合の帳簿価額と売却額の差額

その他行政コスト充当財源

行政コスト計算書における純経常行政コスト（マイナス計上）
町税

地方譲与税、各種交付金、諸収入等
国庫支出金及び県支出金のうち公共資産形成の財源となった額

普通交付税及び特別交付税

基礎的財政収支

プライマリーバランスとも言われ、町債などの借金を除いた歳入と、
過去の借金の元利払いを除いた歳出の差のことで、町の財政が健
全かどうかを表す指標です。プライマリーバランスがマイナス（赤字）
だと、「借金をしなければ必要な事業を行う資金を賄えない」状態とな
ります。

期末純資産残高 当該年度の貸借対照表における純資産残高

内容解説
経常的収支の部

投資・財務的収支の部 地方債の元利償還、発行額等の収支の額

資金収支計算書の解説
経常的な行政活動から発生する収支の額



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 2,861,544

①生活インフラ・国土保全 9,488,157 (2) 長期未払金

②教育 2,454,082 ①物件の購入等

③福祉 559,798 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 986,448 ③その他

⑤産業振興 3,005,261 長期未払金計 0

⑥消防 113,334 (3) 退職手当引当金 894,643

⑦総務 809,204 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 17,416,284 固定負債合計 3,756,187

(2) 売却可能資産 13,980

公共資産合計 17,430,264 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 404,914

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 5,079 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 40,203

投資及び出資金計 5,079 流動負債合計 445,117

(2) 貸付金 0

(3) 基金等
負　　債　　合　　計

4,201,304

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 341,298

③土地開発基金 81,300
[純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 3,609,367

⑤退職手当組合積立金 88,974

基金等計 511,572 ２　公共資産等整備一般財源等 12,481,411

(4) 長期延滞債権 21,609

(5) 回収不能見込額 △ 11,567 ３　その他一般財源等 △ 754,577

投資等合計 526,693

４　資産評価差額 △ 43,442

３　流動資産

(1) 現金預金
純　 資　 産　 合　 計

15,292,759

①財政調整基金 1,240,212

②減債基金 176,141

③歳計現金 118,257

現金預金計 1,534,610

(2) 未収金

①地方税 1,582

②その他 1,972

③回収不能見込額 △ 1,058

未収金計 2,496

流動資産合計 1,537,106

資　　産　　合　　計
19,494,063

負 債 ・ 純 資 産 合 計
19,494,063

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち2,409,631千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 4,968,072 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 3,266,458 千円 3,266,458 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 589,937 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 306,008 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 805,669 千円 805,669 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 5,381,209 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 1,919,155 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 550,423 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 2,911,631 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 413,137 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は567,847千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は19,048,868千円です。

平成２４年度　高野町　普通会計

貸借対照表（全体）

(平成25年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

70,853

15,592

0

274,518

0

0

0

365,882

0

0

3,656

178,608

909,109

199,602

0

589,937

306,008

0

52,583

【契約債務・

偶発債務】

656,924

909,109

0

0

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地

方債・（長期）未払金・引

当金】



自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額

（構成比率）

生活インフラ・

国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能

見込計上額

その他

（１）人件費 685,546 22.1% 47,513 71,315 54,268 36,114 30,470 126,401 264,329 55,136 0

（２）退職手当引当金繰入等 159,529 5.1% 10,249 19,002 15,485 10,332 8,509 31,839 60,196 3,917 0

１

（３）賞与引当金繰入額 40,203 1.3% 2,156 4,236 3,252 2,153 1,802 7,554 15,751 3,299 0

小　　計 885,278 28.5% 59,918 94,553 73,005 48,599 40,781 165,794 340,276 62,352 0

（１）物件費 480,514 15.5% 5,138 97,954 41,680 80,109 82,813 16,117 152,557 4,146 0

（２）維持補修費 6,820 0.2% 103 1,979 904 157 1,393 644 1,640 0

（３）減価償却費 854,280 27.5% 353,637 94,684 53,104 101,789 164,251 18,691 68,124

小　　計 1,341,614 43.2% 358,878 194,617 95,688 182,055 248,457 35,452 222,321 4,146 0

（１）社会保障給付 116,671 3.8% 919 115,198 554

（２）補助金等 243,790 7.8% 2,464 16,359 50,087 90,876 32,723 12,646 37,747 888 0

３

（３）他会計等への支出額 450,672 14.5% 29,500 0 230,572 183,000 7,600 0 0 0

（４）他団体への

　　　公共資産整備補助金等

12,590 0.4% 5,000 0 766 0 4,634 2,190 0 0

小　　計
823,723 26.5% 36,964 17,278 396,623 274,430 44,957 14,836 37,747 888 0

（１）支払利息 48,923 1.6% 48,923

（２）回収不能見込計上額 8,533 0.3% 8,533

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計
57,456 1.8% 0 0 0 0 0 0 0 0 48,923 8,533 0

3,108,071 455,760 306,448 565,316 505,084 334,195 216,082 600,344 67,386 48,923 8,533 0

（　構　成　比　率　） 14.7% 9.9% 18.2% 16.3% 10.8% 7.0% 19.3% 2.2% 1.6% 0.3% 0.0%

　【経常収益】

一般財源

振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 83,628 14,840 1,075 4,698 17,121 1,206 358 3,456 0 0 0 40,874

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 67,889 0 2,012 3,516 0 5,374 0 4,431 0 0 0 52,556

151,517 14,840 3,087 8,214 17,121 6,580 358 7,887 0 0 0 93,430

ｄ／ａ 4.87% 3.3% 1.0% 1.5% 3.4% 2.0% 0.2% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0%

2,956,554 440,920 303,361 557,102 487,963 327,615 215,724 592,457 67,386 48,923 8,533 0 △ 93,430

（差引）純経常行政コスト ａ－

ｄ

平成２４年度　高野町　普通会計

行政コスト計算書（全体）

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計

（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



（単位：千円）

純資産合計

公共資産等整備

国県補助金等

公共資産等整備

一般財源等

その他

一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 15,643,412 3,749,418 12,617,318 △ 683,212 △ 40,112

純経常行政コスト △ 2,956,554 △ 2,956,554

一般財源

地方税 370,931 370,931

地方交付税 1,870,828 1,870,828

その他行政コスト充当財源 176,271 176,271

補助金等受入 285,835 51,707 234,128

臨時損益

災害復旧事業費 △ 97,658 △ 97,658

公共資産除売却損益 3,090 3,090

投資損失 △ 66 △ 66

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 226,064 △ 226,064

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 158,064 △ 158,064

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 114,209 114,209

減価償却による財源増 △ 191,758 △ 662,522 854,280

地方債償還等に伴う財源振替 256,696 △ 256,696

資産評価替えによる変動額 △ 3,330 △ 3,330

無償受贈資産受入 0 0

その他 0

期末純資産残高 15,292,759 3,609,367 12,481,411 △ 754,577 △ 43,442

平成２４年度　高野町　普通会計

純資産変動計算書（全体）

自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成24年度における一時借入金の借入限度額は600,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

１ 経 常 的 収 支 の 部

819,448

480,514

116,671

平成２４年度　高野町　普通会計

資金収支計算書（全体）

自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

2,187,509

372,135

1,870,828

228,152

243,790

48,923

373,685

104,478

171,777

82,914

3,082,899

895,390

38,238

64,958

70,288

183,609

343,982

57,683

57,100

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

331,392

12,590

0

0

100,000

335,304

24

25,753

140,536

△ 203,446

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

100,000

0

0

76,987

419,600

0

931,915

0

△ 90,970

468,523

282,262

3,090

45,911

149,001

△ 782,914

264,976

209,227

118,257

3,372,436

240,709

154,130

3,463,406



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 807

①生活インフラ・国土保全 2,677 (2) 長期未払金

②教育 692 ①物件の購入等

③福祉 158 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 278 ③その他

⑤産業振興 848 長期未払金計 0

⑥消防 32 (3) 退職手当引当金 252

⑦総務 228 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 4,913 固定負債合計 1,059

(2) 売却可能資産 4

公共資産合計 4,917 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 114

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 1 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 11

投資及び出資金計 1 流動負債合計 125

(2) 貸付金 0

(3) 基金等
負　　債　　合　　計

1,184

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 96

③土地開発基金 23
[純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 1,018

⑤退職手当組合積立金 25

基金等計 144 ２　公共資産等整備一般財源等 3,522

(4) 長期延滞債権 6

(5) 回収不能見込額 △ 3 ３　その他一般財源等 △ 213

投資等合計 148

４　資産評価差額 △ 12

３　流動資産

(1) 現金預金
純　 資　 産　 合　 計

4,315

①財政調整基金 350

②減債基金 50

③歳計現金 33

現金預金計 433

(2) 未収金

①地方税 0

②その他 1

③回収不能見込額 0

未収金計 1

流動資産合計 434

資　　産　　合　　計
5,499

負 債 ・ 純 資 産 合 計
5,499

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち680千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 1,401 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 922 千円 922 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 166 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 86 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 227 千円 227 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 1,519 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 542 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 155 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 822 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 118 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は160千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は5,375千円です。

平成２４年度　高野町　普通会計

貸借対照表（住民一人当たり）

(平成25年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

20

4

0

77

0

0

0

103

0

0

1

50

255

56

0

166

86

0

15

【契約債務・

偶発債務】

184

255

0

0

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地

方債・（長期）未払金・引

当金】



自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

　【経常行政コスト】
（単位：千円）

総　　額
（構成比率）

生活インフラ・

国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能

見込計上額

その他

（１）人件費 193 22.1% 13 20 15 10 9 35 75 16 0

（２）退職手当引当金繰入等 44 5.1% 3 5 4 3 2 9 17 1 0

１

（３）賞与引当金繰入額 12 1.3% 1 1 1 1 1 2 4 1 0

小　　計
249 28.5% 17 26 20 14 12 46 96 18 0

（１）物件費 136 15.5% 1 28 12 23 23 5 43 1 0

（２）維持補修費 2 0.2% 0 1 0 0 1 0 0 0

（３）減価償却費 241 27.5% 100 27 15 29 46 5 19

小　　計
379 43.2% 101 56 27 52 70 10 62 1 0

（１）社会保障給付 33 3.8% 0 33 0

（２）補助金等 70 7.8% 1 5 14 26 9 4 11 0 0

３

（３）他会計等への支出額 127 14.5% 8 0 65 52 2 0 0 0

（４）他団体への

　　　公共資産整備補助金等

3 0.4% 1 0 0 0 1 1 0 0

小　　計 233 26.5% 10 5 112 78 12 5 11 0 0

（１）支払利息 14 1.6% 14

（２）回収不能見込計上額 2 0.3% 2

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 16 1.8% 0 0 0 0 0 0 0 0 14 2 0

877 128 87 159 144 94 61 169 19 14 2 0

（　構　成　比　率　） 14.7% 9.9% 18.2% 16.3% 10.8% 7.0% 19.3% 2.2% 1.6% 0.3% 0.0%

　【経常収益】

一般財源

振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 23 4 0 1 5 0 0 1 0 0 0 12

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 20 0 1 1 0 2 0 1 0 0 0 15

43 4 1 2 5 2 0 2 0 0 0 27

ｄ／ａ 4.87% 3.3% 1.0% 1.5% 3.4% 2.0% 0.2% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0%

834 124 86 157 139 92 61 167 19 14 2 0 △ 27
（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

平成２４年度　高野町　普通会計

行政コスト計算書（住民一人当たり）

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計

（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



（単位：千円）

純資産合計

公共資産等整備

国県補助金等

公共資産等整備

一般財源等

その他

一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 4,413 1,057 3,560 △ 193 △ 11

純経常行政コスト △ 834 △ 834

一般財源

地方税 105 105

地方交付税 528 528

その他行政コスト充当財源 50 50

補助金等受入 81 15 66

臨時損益

災害復旧事業費 △ 28 △ 28

公共資産除売却損益 1 1

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 64 △ 64

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 45 △ 45

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 32 32

減価償却による財源増 △ 54 △ 187 241

地方債償還等に伴う財源振替 72 △ 72

資産評価替えによる変動額 △ 1 △ 1

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0

期末純資産残高 4,315 1,018 3,522 △ 213 △ 12

平成２４年度　高野町　普通会計

純資産変動計算書（住民一人当たり）

自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成24年度における一時借入金の借入限度額は600,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

１ 経 常 的 収 支 の 部

231

136

33

平成２４年度　高野町　普通会計

資金収支計算書（住民一人あたり）

自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

617

105

528

64

69

14

105

29

48

23

869

252

11

18

20

52

97

16

16

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

93

4

0

0

28

95

0

8

40

△ 57

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

28

0

0

22

118

0

263

0

△ 26

132

80

1

13

42

△ 221

75

59

33

951

68

43

977



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 10,940,810 ①普通会計地方債 2,861,544

②教育 2,454,082 ②公営事業地方債 1,369,851

③福祉 581,051  地方公共団体計 4,231,395

④環境衛生 3,824,096 (2) 関係団体

⑤産業振興 3,324,732 ①一部事務組合・広域連合地方債 276,883

⑥消防 113,334 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 810,332 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 276,883

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 22,048,437 (4) 引当金 1,128,965

(2) 無形固定資産 0 （うち退職手当等引当金） 1,128,965

(3) 売却可能資産 13,980 （うちその他の引当金） 0

公共資産合計 22,062,417 (5) その他 0

固定負債合計 5,637,243

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 5,079 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 17 ①地方公共団体 536,427

(3) 基金等 731,311 ②関係団体 25,995

(4) 長期延滞債権 35,712  翌年度償還予定額計 562,422

(5) その他 46,405 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 15,765 (3) 未払金 6,529

投資等合計 802,759 (4) 翌年度支払予定退職手当 385

(5) 賞与引当金 53,707

(6) その他 1,298

３　流動資産 流動負債合計 624,341

(1) 資金 1,903,337

(2) 未収金 15,168

負　　債　　合　　計

6,261,584

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 12,302

[純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 6,950 １　公共資産等整備国県補助金等

流動資産合計 1,923,857 ２　公共資産等整備一般財源等

３　他団体及び民間出資分

４　その他一般財源等

４　繰延勘定 0 ５　資産評価差額

純　 資　 産　 合　 計

18,527,449

資　　産　　合　　計

24,789,033

負 債 及 び 純 資 産 合 計

24,789,033

平成２４年度　高野町　連結会計

連結貸借対照表（全体）

（平成２５年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方



　【経常行政コスト】

（単位：千円）

総　　額 （構成比率）

生活インフラ・

国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能

見込計上額

その他

（１）人件費 1,035,266 18.6% 52,454 71,315 169,028 264,596 30,470 126,401 265,808 55,194 0

（２）退職手当等引当金繰入等 96,220 1.7% 10,722 19,002 20,225 △ 58,137 8,509 31,839 60,143 3,917 0

１

（３）賞与引当金繰入額 54,092 1.0% 2,495 4,236 5,966 12,951 1,802 7,554 15,786 3,302 0

小　　計
1,185,578 21.3% 65,671 94,553 195,219 219,410 40,781 165,794 341,737 62,413 0

（１）物件費 791,741 14.2% 60,609 97,954 85,127 287,211 86,932 16,117 153,637 4,154 0

（２）維持補修費 20,965 0.4% 4,369 1,979 1,230 9,526 1,577 644 1,640 0

（３）減価償却費 1,078,040 19.3% 393,774 94,684 53,564 269,994 178,901 18,691 68,432 0

小　　計
1,890,746 33.9% 458,752 194,617 139,921 566,731 267,410 35,452 223,709 4,154 0 0

（１）社会保障給付 1,943,858 34.9% 919 1,942,385 554

（２）補助金等 345,630 6.2% 3,511 16,359 208,268 34,050 32,723 12,646 37,335 738 0

（３）他会計等への支出額 71,605 1.3% 0 0 71,605 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への

　　　公共資産整備補助金等

12,590 0.2% 5,000 0 766 0 4,634 2,190 0 0 0

小　　計

2,373,683 42.6% 8,511 17,278 2,223,024 34,604 37,357 14,836 37,335 738 0

（１）支払利息 95,843 1.7% 95,843

（２）回収不能見込計上額 13,346 0.2% 13,346

（３）その他行政コスト 16,249 0.3% 0 0 16,006 243 0 0 0 0 0

小　　計

125,438 2.2% 0 0 16,006 243 0 0 0 0 95,843 13,346 0

5,575,445 532,934 306,448 2,574,170 820,988 345,548 216,082 602,781 67,305 95,843 13,346 0

（　構　成　比　率　） 9.6% 5.5% 46.2% 14.7% 6.2% 3.9% 10.8% 1.2% 1.7% 0.2% 0.0%

　【経常収益】

一般財源

振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 88,612 14,840 1,075 4,725 17,121 1,206 358 3,456 0 0 0 45,831

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 1,044,449 0 2,012 970,996 0 5,841 0 4,876 0 0 0 60,724

３ 保 険 料 227,707 227,707

４ 事 業 収 益 514,890 93,932 0 27,206 388,024 2,623 0 0 0 3,105 0

5 その他特定行政サービス収入 31,746 49 0 16,571 15,126 0 0 0 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,907,404 108,821 3,087 1,247,205 420,271 9,670 358 8,332 0 3,105 0 106,555

ｂ／ａ 34.2% 20.4% 1.0% 48.5% 51.2% 2.8% 0.2% 1.4% 0.0% 3.2% 0.0%

3,668,041 424,113 303,361 1,326,965 400,717 335,878 215,724 594,449 67,305 92,738 13,346 0 △ 106,555

経 常 収 益 b

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

２

３

平成２４年度　高野町　連結会計

連結行政コスト計算書（全体）

自　平成２４年４月 １ 日

至　平成２５年３月３１日

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ



（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 18,687,097

純経常行政コスト △ 3,668,041

一般財源

地方税 370,931

地方交付税 1,870,828

その他行政コスト充当財源 185,118

補助金等受入 1,186,871

臨時損益

災害復旧事業費 △ 97,658

公共資産除売却損益 3,090

投資損失 △ 66

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 △ 6,426

資産評価替えによる変動額 △ 3,330

無償受贈資産受入 0

その他 △ 965

期末純資産残高 18,527,449

平成２４年度　高野町　連結会計

連結純資産変動計算書（全体）

自　平成２４年４月 １ 日

至　平成２５年３月３１日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

平成２４年度　高野町　連結会計

連結資金収支計算書（全体）

自　平成２４年４月　１日

至　平成２５年３月３１日

345,074

95,843

213,513

4,602,968

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,212,666

792,014

1,943,858

1,040,605

227,114

514,394

93,623

372,135

1,870,828

1,040,588

46,090

96,251

5,510,710

907,742

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

183,609

0

0

25,473

0

0

0

529,409

516,819

12,590

0

0

25,753

310,036

△ 219,373

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

146,283

138,000

0

0

723,429

0

0

0

0

100,009

59,534

24

3,090

0

46,928

311,330

0

0

882,996

0

116,703

1,786,634

0

1,903,337

100,012

0

161,300

0

△ 571,666

0



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 3,087 ①普通会計地方債 807

②教育 692 ②公営事業地方債 387

③福祉 164  地方公共団体計 1,194

④環境衛生 1,079 (2) 関係団体

⑤産業振興 938 ①一部事務組合・広域連合地方債 78

⑥消防 32 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 229 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 78

⑨その他 0 (3) 長期未払金 0

有形固定資産計 6,221 (4) 引当金 319

(2) 無形固定資産 0 （うち退職手当等引当金） 319

(3) 売却可能資産 4 （うちその他の引当金） 0

公共資産合計 6,225 (5) その他 0

固定負債合計 1,591

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 1 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 0 ①地方公共団体 151

(3) 基金等 206 ②関係団体 7

(4) 長期延滞債権 10  翌年度償還予定額計 158

(5) その他 13 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 4 (3) 未払金 2

投資等合計 226 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 15

(6) その他 0

３　流動資産 流動負債合計 175

(1) 資金 537

(2) 未収金 4

負　　債　　合　　計

1,766

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 4

[純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 2 １　公共資産等整備国県補助金等

流動資産合計 543 ２　公共資産等整備一般財源等

３　他団体及び民間出資分

４　その他一般財源等

４　繰延勘定 0 ５　資産評価差額

純　 資　 産　 合　 計

5,228

資　　産　　合　　計

6,994

負 債 及 び 純 資 産 合 計

6,994

平成２４年度　高野町　連結会計

連結貸借対照表（住民一人当たり）

（平成２５年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方



　【経常行政コスト】

（単位：千円）

総　　額
（構成比率）

生活インフラ・

国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能

見込計上額

その他

（１）人件費 293 18.6% 15 20 48 74 9 36 75 16 0

（２）退職手当等引当金繰入等 26 1.7% 3 5 6 △ 17 2 9 17 1 0

１

（３）賞与引当金繰入額 16 1.0% 1 1 2 4 1 2 4 1 0

小　　計

335 21.3% 19 26 56 61 12 47 96 18 0

（１）物件費 224 14.2% 17 28 24 81 25 5 43 1 0

（２）維持補修費 5 0.4% 1 1 0 3 0 0 0 0

（３）減価償却費 303 19.3% 111 27 15 76 50 5 19

小　　計

532 33.9% 129 56 39 160 75 10 62 1 0 0

（１）社会保障給付 548 34.9% 0 548 0

（２）補助金等 99 6.2% 1 5 59 10 9 4 11 0 0

（３）他会計等への支出額 20 1.3% 0 0 20 0 0 0 0 0

（４）他団体への

　　　公共資産整備補助金等

3 0.2% 1 0 0 0 1 1 0 0

小　　計
670 42.6% 2 5 627 10 10 5 11 0 0

（１）支払利息 27 1.7% 27

（２）回収不能見込計上額 4 0.2% 4

（３）その他行政コスト 5 0.3% 0 0 5 0 0 0 0 0 0

小　　計
36 2.2% 0 0 5 0 0 0 0 0 27 4 0

1,573 150 87 727 231 97 62 169 19 27 4 0

（　構　成　比　率　） 9.6% 5.5% 46.2% 14.7% 6.2% 3.9% 10.8% 1.2% 1.7% 0.2% 0.0%

　【経常収益】

一般財源

振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 24 4 0 1 5 0 0 1 0 0 0 13

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 295 0 1 274 0 2 0 1 0 0 0 17

３ 保 険 料 64 64

４ 事 業 収 益 146 27 0 8 109 1 0 0 0 1 0

5 その他特定行政サービス収入 9 0 0 5 4 0 0 0 0 0 0 0

6
他 会 計 補 助 金 等

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

538 31 1 352 118 3 0 2 0 1 0 30

ｂ／ａ 34.2% 20.4% 1.0% 48.5% 51.2% 2.8% 0.2% 1.4% 0.0% 3.2% 0.0%

1,035 119 86 375 113 94 62 167 19 26 4 0 △ 30

経 常 収 益 b

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

２

３

連結行政コスト計算書（住民一人当たり）

自　平成２４年４月 １ 日

至　平成２５年３月３１日

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ



（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 5,273

純経常行政コスト △ 1,035

一般財源

地方税 105

地方交付税 528

その他行政コスト充当財源 52

補助金等受入 335

臨時損益

災害復旧事業費 △ 28

公共資産除売却損益 1

投資損失 0

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 △ 2

資産評価替えによる変動額 △ 1

無償受贈資産受入 0

その他 0

期末純資産残高 5,228

連結純資産変動計算書（住民一人当たり）

自　平成２４年４月 １ 日

至　平成２５年３月３１日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

平成２４年度　高野町　連結会計

連結資金収支計算書（住民一人当たり）

自　平成２４年４月　１日

至　平成２５年３月３１日

97

27

60

1,299

１ 経 常 的 収 支 の 部

342

224

549

294

64

145

26

105

528

294

13

27

1,555

256

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

52

0

0

7

0

0

0

150

146

4

0

0

7

88

△ 62

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

42

39

0

0

204

0

0

0

0

28

17

0

1

0

13

88

0

0

249

0

33

504

0

537

28

0

46

0

△ 161

0




